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長引く政治抗争で遠のく新憲法の制定
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概　　況
　2010年の政治課題のひとつは， 5月28日を期限とする新憲法の制定であり，ま
たその前提条件として，統一ネパール共産党毛沢東主義派（UCPN-M）の人民解
放軍（PLA）とネパール国軍との統合がもうひとつの政治課題となっていた。憲法
制定議会で第 2次内閣を率いたネパール共産党統一マルクス・レーニン主義派
（CPN-UML）のM・K・ネパール首相は，憲法制定および軍統合のいずれにおい
ても，CPN-UMLおよびネパール・コングレス（NC）ほか22党からなる連立与党
と，議会の最大多数党で野党の座につく UCPN-Mとの厳しい対立抗争の調整に
失敗した。ネパール首相は，与野党合意にもとづき暫定憲法を改正し，憲法制定
議会の存続期間を 1カ年延長することによって危機を回避したが，ついに 6月30
日に辞任に追い込まれた。
　首相辞任後，主要 3党（UCPN-M，CPN-UML，NC）は党首クラスを擁立して
首相選挙に臨み， 7月から11月までに合計16回の投票を行ったが，連立政権の枠
組みづくりを伴わない当然の結果として，憲法制定議会の過半数を制する立候補
者は 1人も出なかった。この間，暫定憲法の規定によりネパール前首相はじめ，
すべての前閣僚が暫定内閣を構成し政権運営にあたった。この変則状態は，2011
年に首相選出規定が改訂され新首相が選出されるまで，約 7カ月続いた。
　国内経済は，農業生産の低迷が影響し，2009/10年度の成長率は3.5％にとど
まった。しかし，海外出稼ぎは好調で，海外からの送金総額は国内総生産の21％
に達した。また，「2011ネパール観光年」に向けた取り組みが開始された。
　国連ネパールミッション（UNMIN）は，2010年に駐在期間の延長が 3回行われ
た。しかし，PLAのほかに国軍も監視対象とする UNMINを嫌うネパール暫定
内閣のもとで駐在延長の要請が中止され，2011年 1月15日をもって撤退すること
になった。

2010年のネパール
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国 内 政 治

新憲法の策定経過
　新憲法策定のため，2009年 1月の憲法委員会設置以来，草案作成作業が行われ
てきた。11の分野別委員会で草案を作成し，その結果を憲法制定議会に対して報
告することになっていた。しかし，報告書が出そろったのは2010年 1月下旬で，
憲法委員会が発足当初に見込んでいた作業工程から約 8カ月遅れのことであった。
分野別委員会のうち最後まで紛糾したのは「国家再編および分権委員会」で，最
大の争点は連邦制編成（区割り）であった。
　これより先，憲法制定および和平行程をめぐる対立点の意見調整を図るため，
1月 8日，主要 3党（UCPN-M，NC，CPN-UML）の合意により高級レベル政治
メカニズム（HLPM）を設置することになった。同メカニズムはダハール
UCPN-M議長，コイララ NC総裁，カナル CPN-UML委員長の 3人で構成され，
調整役はコイララ総裁が務めた。また，同メカニズムの下に委員 6人の作業委員
会が設けられ， 1月末に協議事項の範囲が決定された。ネパール首相は，自らが
HLPMのメンバーに指名されなかった理由を， 3党の首脳が HLPMを倒閣論議
の場とするためとみなし，当初から懐疑的な姿勢を取った。これに対して，
HLPMの提案者で調整役のコイララ NC総裁は，倒閣の意図がないことを強調し，
ネパール首相にオブザーバーとして HLPMに定期的に出席するよう要請した。
　 2月初旬，分野別委員会が準備した草案を憲法制定議会で検討した後，憲法委
員会に付して憲法原案の作成に取りかかることになった。この時点で，当初計画
から 9カ月遅れの作業進捗状況であった。 3月に入ると，憲法原案の策定の遅れ
に対して，簡易憲法（行政組織，司法制度，選挙制度）の制定でも可能との見解が
ネムワン憲法制定議会議長から提起されたが，政党の反応は否定的だった。ガッ
チャダール副首相は，主要 3党が合意に達し，誠実に作業を遂行するならば，新
憲法は期限内に制定されることを確信しているとした。また，憲法制定期間の延
長を求める声に対して，期限までなお100日以上残されており，憲法制定議会の
分野別委員会からすでに報告書の形で草案が提出されているため，主要 3党が誠
実に期限内制定に取り組めば，新憲法の原案は15日以内に完成するとした。
　結局，期限までの残された期間のうち50日間を憲法制定手続きにあてるならば，
原案作成提出期限をまだ 1カ月は引き延ばしできることから，期限内の制定は可
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能とする作業工程案が浮上した。そして，25政党による協議の結果， 5月28日の
期限までに憲法を制定するための広範な議論とコンセンサスづくりが合意された。
このように， 3月時点では，政治的合意を前提としながらも，期限内の憲法制定
は可能との意見が表面上は大勢を占めていた。

連邦州の編成をめぐる各党の主張
　分野別委員会のなかで，政党が激しく論戦を交わしたのは連邦制編成（区割り）
についてであった。「国家再編および分権委員会」（委員43人）は，UCPN-Mおよ
び CPN-UMLの委員の賛成（24人）により，主要民族の居住地を基本にした14州
案を採択した。しかし，NC委員は経済地理的区分にもとづく 6州案を主張した
ため，同委員会報告には両論併記を望む意見もあった。UCPN-Mは，14州案（居
住人口中の最大の民族グループを中心に区割りするもの）がもっとも科学的な方
法にもとづいており，国家の統一と主権を支えるものと評価した。NCおよび
CPN-UMLの一部議員は民族性にもとづく連邦制に反対の立場から，UCPN-M
の区割りは現実離れした案で地域間の紛争を招来するものと批判した。マデシ人
権フォーラム（MJF）は，タライのマデシ（タライはネパール南部でインド国境地
帯の地域を指し，マデシはそこに居住するインド系住民）をひとつの州に編成す
べき点を強調し，マデシを 2分割する14州案を批判した。その他のマデシ系政党
も，マデシを分断する内容の区割り案を拒否し，友愛党（SP）はマデシの分断は
2008年 1月30日の政府との協定に違反するものとした。タルー（タライ原住民族
グループのひとつ）の人口が多いチトワン郡をマデシ州に統合する案に反対の意
見もみられた。また，14州案は，山地部が12州で，タライは 2州となっているた
め，タライの少数民族やムスリム勢力はタライの区割りを増やすよう要求した。

和平行程の進捗状況
　PLAとネパール国軍との統合は，新憲法制定と車の両輪の関係にあり，同時
解決を図るものとされてきた。この両軍の統合の前段として，UNMINの検査で
無資格（2006年 5月の武装闘争終結当時，未成年であった者）と認定された PLA
兵の除隊作業が進められた。この無資格兵除隊作業は2010年 1月 7日に始まり，
2月 8日に終了した。自主除隊者を含めた無資格除隊者数は2973人に達した。こ
のほか，2006年 5月以降の PLA入隊を理由に無資格とされた1035人を加えた
4008人（うち，約 3分の 1が女性）が全無資格除隊者数である。これらの無資格除
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隊者のうち社会復帰を希望する者に対する職業訓練が，国連児童基金などによっ
て実施されている。UCPN-Mは，無資格除隊者のなかの希望者に対して同党の
青年組織である青年共産主義者連盟（YCL）への雇用を斡旋する方針を打ち出した。
この結果， 7兵站基地21支部合計 1万9602人（2008年 UNMIN検査結果による公
式数値）がまだ残されており，これらの兵員が真の意味での軍統合の対象となった。
　政府は 1月，「統一ネパール共産党毛沢東主義派人民解放軍と国軍の統合特別
委員会」（AISC）のもとに設置された「統一ネパール共産党毛沢東主義派人民解
放軍の管理・統合・社会復帰のための特別委員会」（SCSIR）に行動計画の策定を
指示した。そして，軍統合の実質的な業務の遂行にあたる組織として SCSIRに
事務局を設置することが決定した。AISCはその下に技術委員会と称する別の特
別委員会を設けており，PLAやその兵站基地の日常業務の管理と遂行にあたら
せてきた。今回は，UCPN-Mの意向に配慮して，それとは別組織を設置し，
PLA統合に絞った業務の遂行にあたることになった。
　軍統合後，PLAは UCPN-Mから SCSIR事務局という政府機関の管理下に置か
れることになる。SCSIR事務局は，軍統合後の PLA兵站基地の管理責任を負い，
AISCに定期的に報告書を提出することになっている。この意味で，SCSIRの事
務局設置は，和平行程において重要な意義を持つものと評価された。
　軍統合に関する紛糾の種のひとつに，対象者の人数があった。 3月28日，
AISCは，（1）PLAの自主除隊者（政界転出希望者および社会復帰希望者）に対す
る支援のあり方，（2）軍への統合を希望する者の選考基準について，技術委員会
に対して 3日以内に報告書を作成して提出するよう求めた。これに対して
UCPN-Mは，軍統合を希望する者は全員が統合対象に該当するとの立場を表明
した。NCは，コイララ総裁時代から3500～4000人の規模を主張してきており，
またネパール首相は，国軍には約3000人，治安警察を併せて合計5000人とする統
合案を提示していた。UCPN-Mは，コイララ NC総裁との間で 1万5000人規模
の統合をすでに合意していたとし，政府側の主張を強く非難した。その後，バン
ダリ国防相らが「兵士一人一武器」の原則論を打ち出し，PLAの登録武器（3400
丁）に見合う人数しか国軍への統合を認めない立場を主張した。また，同国防相
は PLA兵に対する国軍兵員検査を新たに行う必要性を強調した。
　これに関連して，PLAの兵員情報の開示問題が浮上した。ネパール政府が
UNMINに対して PLAの兵員数に関する情報の提供を求めた。しかし UNMINは，
極秘情報であることや国連機関としての公平性の維持と守秘義務との兼ね合いか
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ら直接政府に情報提供できないと，この要請を拒否した。これに対して，政府側
が事態を憂慮したため，UNMINは前向きの姿勢に転換し，ランドグレン UNMIN
代表が PLAの最新情報について，利害関係者がそろう合同監視委員会の場での
み公表するとして決着をみた。
　統合の方式については，PLAの一括統合か個別編入かで議論が分かれた。グ
ルン国軍参謀長は，パスコ国連事務総長政治問題特別代表との会談で，PLAの
国軍への一括統合方式に反対の意思を表明した。これに対して，一括統合を主張
している UCPN-Mは，この参謀長発言を国軍の政治的中立に抵触する政治的発
言として非難した。

憲法制定議会の存続期間延長と首相退陣問題
　 2月初旬から，連立与党で最大勢力を有する NC内部にネパール内閣に対する
不満が増幅してきた。この背景として，首相が連立政権の精神をないがしろにし，
NCとの協議なしに一方的な政権運営に走っていることへの不満があった。また，
カナル CPN-UML委員長はネパール首相に対して，政党間の合意形成と和平行
程推進の失敗の責任を取り辞任を要求する声を党内から発した。 3月には，カナ
ル CPN-UML委員長は UCPN-Mに対して，同党が市民政党に転換するなら，ネ
パール内閣に代わる連立政権構想について話し合う用意があると持ちかけた。 4
月になると，憲法制定議会の延長問題がいっそう現実化し，ネパール首相および
CPN-UMLは憲法制定議会の任期延長方針を固め，暫定憲法改正の方針を決断し
た。
　 4月末から 5月初旬にかけて，UCPN-Mは大規模なデモを配置し，政権の奪
還に向けた行動を強化した。これに対して，連立与党を支持する22党は
UCPN-Mにストを中止し，協議の席に着くよう促したが，ゼネスト突入により
首都の生活は連日混乱をきたした。しかし，ゼネスト 6日目の 5月 7日，市民団
体（ネパール商工会議所連盟，平和と民主主義のための専門職連盟，ネパール商
工会議所，ネパールジャーナリスト連合，ネパール医師会，各種職能団体など）
が平和集会を呼びかけ，「主人公は民衆」の声とともにゼネスト中止を訴えた。
その結果，さすがの UCPN-Mも事実上ゼネスト中止に踏み切らざるをえなく
なった。
　政府は 5月14日，憲法制定議会の存続期間延長問題を協議するため高級レベル
委員会を設置した。UCPN-Mは，ネパール首相の辞任と合意による政権の樹立
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とが認められない限り，憲法制定議会の延長に反対の立場を表明した。しかし，
NCのシタウラ元内相は，憲法制定議会の延長は確実な情勢であり，UCPN-Mも
やがて賛成に回るとの見通しを示し，与党側が押し切る形勢となった。
　 5月28日は，早くから議会周辺に市民が押し寄せ，ネパール首相の辞任を求め
るデモが繰り広げられた。その日の午前，CPN-UMLの議員64人が首相の辞任を
求める覚書をネムワン憲法制定議会議長およびネパール首相に送り届け，さらに
CPN-UMLの派閥間で首相の辞任時期をめぐる意見の対立が表面化した。この与
党内部の足並みの乱れを突いて，UCPN-Mは首相退陣を条件に憲法制定議会の
存続期限延長に応じる方針に転換した。主要 3党は，「ネパール首相の辞任，和
平行程の一括推進（和平合意に規定された課題のうち，未解決のものについてま
とめて解決を図る），合意による政権の樹立」を内容とする 3項目の合意に達した。
　同日深夜の会期時間切れ17分前に召集された憲法制定議会において，出席議員
数585人のうち，賛成580票，反対 5票の賛成多数により，憲法制定議会の存続期限
を2011年 5月28日まで 1年間延長する暫定憲法改正案が可決され，ネパール首相
は当面の危機を乗り切った。潘基文国連事務総長は，政党間の意見対立ならびに
憲法制定議会の将来の不安定化に深刻な懸念を表明し，党利党略よりも憲法制定
と和平行程推進のため国益第一で協力することを各政党に求めた声明を発表した。
　しかし，憲法制定議会延長の前提として主要 3党が合意した 3項目の解釈をめ
ぐって各党は対立し，我田引水の駆け引きが続いたため，ネパール首相の辞任表
明は 6月30日までずれ込んだ。また，新首相が決定するまでの期間，ネパール連
立内閣が暫定的に職務を継続することになったが，それは 7カ月間に及んだ。

首相選挙
　ネパール首相の辞任により，暫定憲法の規定にもとづいて首相選出の手続きが
進められた。主要 3党は独自候補を擁立して首相選挙に臨んだ。合意による政権
を目指していた CPN-UMLは第 1回選挙から党の首相候補のカナル委員長の立
候補を取り下げ，投票には中立の立場を保持する戦略をとった。そのため，首相
選挙は事実上 UCPN-Mと NCの対決となったが，選挙結果は 7月21日の第 1回
目から11月 4日の第16回目まで表 1のとおりで，憲法制定議会の議員定数（601
人）の過半数の301票を獲得した候補者は 1人も出ず，徒労に帰した。
　第 8回目の投票を前にした 9月17日，ダハール UCPN-M議長と CPN-UMLの
カナル委員長は，ダハール議長の立候補取りやめと，CPN-UMLの首相選挙での
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中立保持の 2点で合意に達した。また，両党は，憲法制定議会議長に対して，現
行規定による首相選挙の中止と，第 8回目の投票から立候補を取り下げる旨を申
し入れた。同議長は，規定上これを直ちに受け入れることはできないとした。
　ダハール UCPN-M議長が CPN-UMLのカナル委員長との連携関係を求めた背
景には，CPN-UML左派に対して働きかけ，自らが首相の座に就かなくても，
UCPN-Mにとって望ましい者，すなわち CPN-UMLのカナル委員長を擁立する
戦略の転換があった。この政権奪回戦略は，2010年の首相選挙では功を奏さな
かったが，2011年になって新選挙規定にもとづく出直し首相選挙においてカナル
首相誕生という形で成功を収めた。
　NCは，CPN-UMLの支持が得られれば，マデシ系政党は NCと CPN-UMLの
連立政権に投票することは間違いなく，そうなれば UCPN-Mはずしが実現する
というシナリオを描いていた。
　11月14日，主要 3党にMJFなどマデシ系政党を加えた 7政党は，首相選挙を
中止することでは一致したが，代替措置では意見の一致をみなかった。さらに，

表 1　首相選挙の投票結果一覧1）（2010年） （単位：得票数）2），3）

回 投票日 ダハール（UCPN-M） ポウデル（NC） カナル（CPN-UML）
賛成 反対 その他 賛成 反対 その他 賛成 反対 その他

1 7 月21日 242 114 236 124 235 228 － － －
2 7 月23日 241 113 218 123 241 214 － － －
3 8 月 2 日 259 114 208 124 246 186 － － －
4 8 月 6 日 213 99 156 122 245 194 － － －
5 8 月23日 246 111 206 124 243 200 － － －
6 9 月 5 日 240 101 163 122 242 172 － － －
7 9 月 7 日 252 110 159 119 245 151 － － －
8 9 月26日 － － － 114 2 71 － － －
9 9 月30日 － － － 105 2 61 － － －
10 10月 6 日 － － － 109 1 46 － － －
11 10月 7 日 － － － 104 1 40 － － －
12 10月10日 － － － 89 1 29 － － －
13 10月26日 － － － 98 2 44 － － －
14 10月29日 － － － 96 2 40 － － －
15 11月 1 日 － － － 96 2 31 － － －
16 11月 4 日 － － － 82 2 17 － － －
（注）　 1）立候補者（所属政党）について，本文「国内政治」参照。
　　　 2）「その他」には，白票，棄権，退場を含む。
　　　 3）［－」は，立候補の取り下げを示す。
（出所）　筆者作成。
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UCPN-M，CPN-UML，MJF，ネパール共産党マルクス・レーニン主義派（社会
主義者），ネパ：国民党，友愛党（サリタ・ギリ派），ネパール国民党，国民解放党
の 8党は，憲法制定議会事務局に首相選挙規定の改訂に関する要望書を提出した。
　NCはポウデル議員団長の擁立を続け，さらに最高裁の裁定（憲法制定議会議
長の裁断による首相の決定）にもとづいてネムワン議長に同候補を首相に指名す
るよう圧力をかけた。同議長は，全党の同意が得られない限り裁断による首相指
名は不可能としてこれを退け，新首相の決定は年明けに持ち越された（後掲「2011
年の課題」参照）。

仕切り直しの憲法制定作業と和平行程の推進
　憲法制定議会の存続期限延長後の憲法策定作業は政党間の立場の相違に起因す
る対立に阻まれ，見るべき進展はなかった。憲法委員会の会合はほとんど開催さ
れず，また開催されても憲法原案作成の日程変更が主な議事という有様だった。
　分野別委員会の報告書は憲法制定議会で検討されたが，政党間の意見対立によ
り，憲法制定議会から憲法委員会に対して分野別報告書を踏まえた憲法原案の準
備を指示できない事態が生じていた。憲法委員会の15人委員会が整理したところ，
そうした争点は11分野のうち 8分野にわたり，全部で220カ所に及んでいた。
　そこで10月初旬，ネムワン憲法制定議会議長は27政党の指導者に呼びかけ，政
党間の合意により争点の解消に努力するよう働きかけた。これにもとづいて，憲
法制定議会に議席を有する27党を代表する形で高級レベル・タスクフォース（委
員 7人）が設置され，ダハール UCPN-M議長がその調整役に就任した。同月14
日に開かれた初会合で10月19日から24日までを期限として，政党間の意見の隔た
りの縮小を図ることが合意された。ネムワン憲法制定議会議長は，憲法は各党の
主張を表明した文書ではなく，すべての人民が受け入れることの可能な政治文書
であるとの基本認識が共有された結果，タスクフォースの設置に至ったと，その
憲法策定上の意義を強調した。タスクフォースは，任期を12月半ばまで延長して
争点の解消に努めた。その結果，127カ所の争点について解決が図られたが，政
党間の対立が激しく未解決な問題点がなお83カ所も残された。それらの解消に向
けた新たな取り組みは年明けに持ち越された。
　和平行程についてみるべき動きは，まず 9月に UNMINの駐在延長問題（期間
と規模と任務の見直し）をめぐって政府と UCPN-Mとの間で 4項目合意（UNMIN
の 4カ月間の現行任務による駐在期間延長，和平行程の完遂，PLA統合期間を
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2010年 9月17日～2011年 1月14日とすること，国内治安活動のために国軍が行う
技術者の採用・訓練・物資調達の是認）が結ばれたことである。これを契機に，
9月15日に SCSIRが軍統合作業の推進をうたい， 9月17日からの作業開始と

UNMINの駐在期間中の統合完了を強調した。
　しかしながら，統合作業の管理にあたる SCSIR事務局の編成や人事，統合の
作業手順などは未決定のままで，一括統合方式を主張してきた UCPN-Mは国軍
と別組織とすることを要求した。これに対して，NCおよび CPN-UMLは個人単
位の編入とすることや，統合の基準は国軍の現行基準を適用すること（UCPN-M
はこれに反対で別基準の設定を要求している）を主張した。また，ネパール首相
や NCは PLAの全員を統合の対象とはしない方針を打ち出している。
　SCSIR事務局の構成は，調整役の事務局長 1人，専門家 4人のほか，国軍，武
装警察，警察，PLA各 1人の合計 9人となっている。なお，発足にあたって，
事務局長の選任をめぐって主要 3党の意見が対立し，実際の任命は11月30日まで
遅れた。後に，SCSIRが首相の指揮監督のもとに，UNMINの撤退後の2011年 1
月14日から，PLAの管理業務を担当することになった。

法の支配の欠如
　法の支配の欠如は2010年も大きな改善がみられなかった。
　ジャーナリストや経済人の殺害事件が発生し，とくに 2月のジャミン・シャー
殺害事件では，首都で白昼発生しながら容疑者が逮捕されていないことが憂慮さ
れ，スジャータ・コイララ副首相兼外相は警察の関与について調査が必要と表明
した。また，マルワリ全国協議会は，アルン・シンハニヤ殺害事件（ 3月 1日，
ジャナカプール・マルワリ・セワ協会会長でジャナカプール・メディア・トゥデ
イ・グループ社主が射殺された）に対する迅速な捜査をネパール首相に要請した。
　このため 3月初旬には，特別治安計画（Special Security Plan，2009年 9月開始）
の失敗に対してラワル内相（CPN-UML）に対する非難が高まり，辞任要求の声も
上がった。政府のスポークスマンであるポクレル情報・通信相は，治安状況の悪
化に関して，警察の後ろ盾となってきた国軍の威力が低下したため政府が無法状
態を改善できなくなったと釈明した。また，内相は，UCPN-Mの国家に対する
武力闘争でさまざまな不満分子や犯罪組織が勢力をもたげ，国家に戦いを挑むよ
うにさせたとし，治安情勢の悪化の責任の一端は UCPN-Mにあるとした。
　最高裁判所は，法の支配を確実にする目的で，裁判に関する汚職防止による公
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正の確保のほか，1000人規模の司法警察の設置を政府に要求し，全国の司法関係
者の身辺の安全策の構築に乗りだした。
　ネパール国内の法の支配，無法状態の終結，判決の履行の欠落を指摘し，政府
に改善を求める声は，海外からも発せられた。マイナ・スヌワール事件（2004年
2月17日に発生した国軍兵による14歳少女拷問殺害事件）の法的責任の追及がな
されないまま現在に至っていることを憂慮した人権団体により，政府に対して法
的措置の要求がなされた。また，国内および国際人権団体（アムネスティ・イン
ターナショナル）が，それぞれネパール政府に対して真相解明と容疑者の裁判を
要求した。
　この問題の兵士は，政府が派遣した国連平和維持軍の一員としてチャドに派遣
されていたが，国際人権団体からの厳しい追及に抗しきれず，国連は同兵士をネ
パール政府への通告なしに2010年 1月に本国に帰還させてしまった。なお，国軍
の真相究明委員会では容疑は晴れたものの，カーブレ郡裁判所からは，同兵士に
対して逮捕状が発せられている。ネパール首相も，国軍に対して同兵士を出頭さ
せるよう指示している。これに対して，バンダリ国防相は軍命に従った兵士の行
動は処罰の対象としないと述べ，頑な姿勢を崩さなかった。

経 済

国内経済の状況
　2009/10年の経済成長率は，前年度よりやや低い3.5％にとどまった。この主な
原因は，天候不順による農業生産の減少である。国内総生産（GDP）の部門別構成
比は，それぞれ第 1次産業が34.1％，第 2次産業が14.4％，第 3次産業が51.5％
であった。部門別成長率は，それぞれ1.2％，3.9％，5.5％となっており，近年は
第 3次産業部門の成長率の高さが目立つ。同年度の消費者物価指数は10.7％上昇
した。2008/09年度の輸出総額は676億9750万ルピー，輸入総額は2844億6960万ル
ピーで，大幅な貿易赤字となった。
　海外出稼ぎの状況は表 2のとおりであり，2001/02年以降2009/10年までの政府
の承認を得た正規出稼ぎ者は累計で174万5000人に達した。世界銀行が取りまと
めた『出稼ぎと送金ファクトブック2011』（2010年10月公表）によると，ネパール
の出稼ぎ人口は2010年央で98万2200人，対総人口比で3.3％となっている。ネパー
ル人出稼ぎ者の多い国は，インドのほか，マレーシア，カタール，サウジアラビ
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ア，アラブ首長国連邦，クウェート，バーレーン，大韓民国，香港，オマーンで
ある。政府は世界108カ国を出稼ぎ対象国としているが，そのうち出稼ぎが実際
に行われているのは35カ国にすぎない。この理由として，政府は出稼ぎ斡旋業者
の就業先開拓努力の不足を指摘している。一方，業者側は，ネパールよりも政治
情勢が不安定な国が含まれていることや，ネパール人出稼ぎ労働者の未熟練性が
原因であるとし，政府に改善努力の余地があることを指摘した。

経済政策の動向
　2010年も，交通ゼネスト，ストライキ，道路封鎖，交通妨害に加えて，電力お
よび石油関連のエネルギー不足が，国内経済活動の大きな障害となった。そのう
ち，ネパール石油公社（NOC）による製品価格引き上げに関しては，単なる値上
げ反対運動にとどまらず，政府の補助金について論議が巻き起こった。12月中旬，
LPガスの消費者価格の引き上げをめぐって，消費者の利益無視と産業の利益へ
の奉仕に対する批判が広まった。LPガス（日常重要生活用品に指定されており，
民生用需要が70％，産業用が30％を占める）に対する課税は， 1ボンベ当たり207
ルピー（うち，149ルピーが付加価値税相当）となっている。産業用の場合，付加
価値税は戻し制度が設けられており，消費者の犠牲によって産業保護がなされて
いるとの批判から，この関係を逆にすることおよび NOCの経営の透明性の確保
が，値上げ反対運動の要求事項に取り上げられた。

表 2　就労先国別の出稼ぎ者数1） （単位：人）
就労先国 2001/02 2002/03 2003/04 2004/05 2005/06 2006/07 2007/08 2008/09 2009/10 合　計
マレーシア 64,643 108,455 154,215 220,505 304,667 378,696 429,240 464,310 113,982 578,292
カタール 55,222 82,072 106,200 148,152 206,385 266,094 351,536 281,612 57,340 485,051
サウジアラビア 83,459 101,449 118,324 131,683 151,190 190,469 232,863 182,971 63,700 345,312
アラブ首長国連邦 25,672 38,322 51,082 63,585 80,769 105,941 151,283 16,197 33,840 216,811
クウェート 2,973 3,880 7,074 8,760 9,498 11,939 13,906 18,042 8,255 24,452
バーレーン 3,171 3,989 4,595 4,853 5,383 6,583 11,682 9,475 4,237 22,279
大韓民国 3,119 3,831 5,155 5,480 5,676 6,441 6,587 3,968 2,835 12,310
香港 1,753 2,317 2,989 3,167 3,343 3,704 3,903 8,217 102 4,070
オマーン 0 380 453 758 835 1,344 3,970 34,628 3,285 10,502
その他 1,993 2,367 3,635 4,457 5,846 6,914 22,196 10,518 45,146
合　　計 242,005 347,062 453,722 591,400 773,592 978,125 1,227,166 1,447,131 298,094 1,745,225
（注）　 1）各会計年度末時点の就労先国受け入れ承認数の累計（ただし，2009/10年の欄は2010年

4月中旬までの単年度分のみ，同年度までの累計は合計欄）である。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2009/10, Table7.2および Depart-

ment of Foreign Employment （Ministry of Labor and Transportation Management）, Final Report of 
F.Y. 2066/067より筆者作成。
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　近年，首都の大気汚染と廃棄物処理問題が深刻化しているが，2011年のネパー
ル観光年を目前にして，これまでになく大きな課題として取り上げられた。そし
て，カトマンドゥ盆地を貫流するバグマティ川流域の環境修復，環境美化・緑化，
衛生向上などを目的とした予算総額150億ルピー超の大型環境保全計画が始めら
れることになった。
　また，ネパールで初めての「土地利用政策2010」が公表された。この土地利用
に関する政策文書では，農地の無秩序な転用による農業部門への負の影響が高
まってきたことに対して，科学的な土地改革を通じて合理的な土地利用を図る必
要性が指摘されている。政策対象分野には，土地利用政策の策定主体（中央政府
と地方政府との権限調整），土地改革（包括的和平協定および暫定憲法の規定にも
とづくもの），目的別の土地面積，農地取引の制限などが含まれている。計画期
間は15カ年で，広く意見を募って実施計画を確定するとされている。
　さらに，36公営企業に対する2008/09年度の検査の結果，半数の18企業が赤字
を計上していたことから，「国家予算管理および執行制度検討委員会」（委員長ナ
ラヤン・ダハール UCPN-M議員）が公営企業のあり方に関する報告書を取りま
とめ，11月に財務省に提出した。それを受けて，政府は予算演説のなかで「高級
レベル公営企業管理委員会」の設置を明らかにした。
　また同報告書は，人民による所有の観点から公営企業を次のように仕分けし，た
だちに民営化すべきもの（木材公社，国民建設会社など計 4企業），合併すべきも
の（工業団地管理会社と全国生産性・経済開発センターほか計 3組 6企業），政府
所有株式を削減すべきもの（ヘタウダ・セメント会社，ジャナカプールたばこ会
社など計 4企業），経営改革を促進すべきもの（ネパール食料公社，ネパール石油
公社など 8企業），官民共同所有（PPP）とすべきもの（ネパール・エアライン，ネ
パール・テレコムなど計10企業），協同組合とすべきもの（酪農開発公社，農業資
材会社など 6企業）に分類している。ネパール農業開発銀行（1968年設立）は PPP
の対象に区分され，政府は発行株式の30％を戦略的パートナーに売却し，政府の所
有株式率を50.71％から約20％にまで減らす計画がすでに閣議で承認されている。

対 外 関 係

国連およびUNMIN
　ネパールの和平行程に大きな影響力を有する UNMINは，ネパール政府が PLA
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の統合完了まで駐在を要請したため，国連安保理の全会一致による決議にもとづ
いて 1月， 5月， 9月に各 4カ月ずつ駐在期間を延長し，和平行程の推進にあ
たった。国連安保理は，UNMINがネパール政府と協力して任務にあたることを
強調した。そのため， 1月の延長決定の際には，駐在期限を憲法制定期限（2010
年 5月28日）の 2週間前とし，それまでに PLA統合を完了させることが期待され
ていた。とくに潘基文国連事務総長は，ネパールの和平行程が不安定で，PLA
の国軍への統合あるいは社会復帰，国軍の民主的改革など主要問題は未解決のま
まであり，崩壊の危険性は高まっていると警鐘を鳴らした。また，人権問題をめ
ぐる状況，法の支配なども改善の兆しがなく，ネパール政府の無関心状態が続い
ていると，不満の意を表明した。
　10月に来訪したパスコ国連事務総長政治問題特別代表は，UNMINの駐在期間
が100日余となったことを指摘し，この間に政党が強い政治的意思を表明して和
平行程を完了させるよう促した。また，国連安保理が UNMINの駐在終結の決定
を覆すことはないと明言し，撤退が本決まりになった。これは，UNMINが PLA
と国軍を対等に取り扱い，国軍もその監視の対象になっていることに対して，連
立与党および国軍の反発の意思が強く働いた結果である。かくして，UNMINは
2011年 1月15日をもって撤退し， 4年間にわたるネパール駐在に終止符を打つこ
とになった。国連ネパール駐在当局者は，UNMIN撤退後の空隙を埋めるため，
首都に特別ユニットを設置する方向で調整が進められていることを明らかにした
が，具体的な検討は2011年に持ち越された。

対米関係
　アメリカのオバマ政権は，国軍が引き起こした人権侵害事件の解明について国
軍の十分な協力が国務長官によって確認されない限り，ネパールに軍事援助を行
わない方針を打ち出した。また，同長官による確認事項として，国軍の任務の再
定義，兵員数の見直し，国軍改革の履行（文民の国防相による統制強化によって
予算執行の透明性や説明責任を担保すること，および PLAと国軍の統合を指す）
を挙げた。ただし，国軍の人道的活動および復興支援活動に関する援助について
は，これらの条件は適用しないとした。国軍および PLAによる人権侵害事件の
真相究明，罪を犯しても法による処罰が行われない無法文化の根絶に対して，ア
メリカは強い関心を示した。真相究明および和平仲介委員会や行方不明者対策委
員会がこうした課題に立ち向かう第一歩とアメリカは位置づけている。
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対イギリス関係
　イギリスは，憲法制定議会の期限に合わせて 5月末にダンカン国際開発相をネ
パールに派遣した。就任後，初の外遊先としてネパールを訪れた国際開発相は，
ネパール政府が人権および民主主義的価値を擁護し，社会の安定を確保すること
を期待すると強調した。さらに，法による支配の徹底など紛争後の諸問題をネ
パールの政治家が重視していないと不満を表明した。また，政局の混迷に対して，
同国際開発相は先進各国の援助機関に働きかけ，国際開発援助を梃子に政治の正
常化を呼びかけ，人権尊重とより民主的な社会の建設に向けて前進するよう期待
するとした。イギリスは，2013年までに GDPの0.7％まで援助総額を引き上げる
政策を採っており，それに伴い対ネパール援助も増額される見通しを示した。

対インド・中国関係ほか
　対インド関係では， 2月にインド国境を越える武器の搬入が明るみに出た。
2006年の包括的和平協定により，国軍および PLAは兵員や武器を増強できない
ため，政府は武器輸入が警察用のもので国軍用ではないとの釈明に追われた。
　中国は，内政不干渉の立場からネパールの政治情勢に対して口を差し挟むこと
はなく，またネパール側はギャツオ在ネパール・ダライラマ代表を逮捕するなど，
3月10日のチベット蜂起の日に向けたチベット人難民によるネパール国内での抗
議行動を抑え込んだ。他方，経済分野における両国関係はネパール・中国非政府
間協力協議会の開催などを通じて拡大し，とくに2005年以降，中国はネパールに
対する投資活動を増加させてきた。その結果，中国がインドを凌駕し，対ネパー
ル最大の投資国になった。中国がネパールでの投資対象として強い関心を寄せて
いる部門は，水力発電，観光，航空輸送，希少金属，不動産，医療，機械である。
　人権問題に関して，アメリカおよびヨーロッパなど計14カ国（オーストラリア，
ベルギー，カナダ，デンマーク，フィンランド，フランス，ドイツ，イスラエル，
イタリア，ノルウェー，スペイン，スウェーデン，スイス）の大使館は，児童の
誘拐を取り締まる法的措置の強化のため，1993年国際養子縁組の規制に関する
ハーグ条約にもとづく国内法の履行を求めて共同歩調をとり，とくに国際養子縁
組の規則の厳格な適用をネパール政府に求めた。同様の問題が2007年に浮上した
際，ドイツがネパールからの養子を禁止したため，ネパール政府は国際養子縁組
の規制を強化し，その後再開していた。しかしながら，事態の改善がみられない
ため，ドイツに続いてカナダもネパールからの養子縁組の中止措置をとり，ネ
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パールからの養子縁組の最大の受け入れ国であるアメリカも 8月に中止措置に踏
み切った。

2011年の課題
　2011年 1月に政局は急展開し，首相選挙規定の改正案がまとまり， 1月25日に
可決され，27日に第17回目にあたる首相選挙が公示された。投票日の 2月 3日を
目前に各政党の駆け引きが繰り返された。その結果，ダハール UCPN-M議長と
カナル CPN-UML委員長との間で 7項目合意が密約の形で結ばれ，ダハール議
長が立候補を取り下げた。かくして， 2月 3日の憲法制定議会で投票の結果，
598票のうち368票を獲得した CPN-UMLのカナル委員長が首相に選出された。
　 2月 6日の宣誓式を経てカナル委員長は正式に首相に就任したが，密約の内容
が公表されると同時に，CPN-UMLの対抗派閥から激しい批判が巻き起こり，新
首相は組閣に入れない事態に至った。 2月 8日，CPN-UMLは 7項目合意の一部
を字句修正したうえで了承したが，今度は，新内閣の閣僚ポストの配分をめぐっ
て UCPN-Mと CPN-UMLの対立が表面化した。他方，バッタライ UCPN-M副
議長は CPN-UML支持に回ったことが誤りであったと批判し， 7項目合意の履
行に対するカナル首相の態度いかんによっては閣外協力の立場をとると，首相サ
イドを牽制した。新政権は発足当初から政権基盤の脆弱性を露呈しはじめ，カナ
ル首相は NCを含む政党に協力を呼びかけるなど，多数派工作に動き出した。
UCPN-Mは 2月15日に，「和平と憲法制定」のため閣内協力への転換をバッタラ
イ副議長声明として明らかにした。カナル連立政権が抱えている問題のひとつは
閣僚ポストの配分であった。UCPN-Mは，国防，財務，内務等の重要閣僚ポス
トを要求したが，これに対して，CPN-UMLの反カナル派のネパール元首相らは，
内相ポストを UCPN-Mに渡すことは断固容認できないと強い反対の立場を表明
し，さらに 7項目合意の解釈変更を要求した。そのため，UCPN-Mの反発を招き，
首相就任後 2カ月以上経っても新内閣閣僚の顔ぶれが決まらない状態が続いた。
　憲法制定期限は2011年 4月13日までとするとの 3党合意があるため，これに合
わせた PLAと国軍の統合を含む和平行程と憲法制定作業が具体的な成果を収め
るか否かは，以上のとおりまったく予断を許さないが，その帰趨はカナル新政権
が憲法制定議会でどれほど広範な合意形成に成功するか否かにかかっている。

（日本大学教授）
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1 月 1 日 ▼ランドグレン国連ネパールミッ
ション（UNMIN）代表，首相と会談。
5 日 ▼首相，「統一ネパール共産党毛沢東主

義派（UCPN-M）人民解放軍（PLA）と国軍の統
合特別委員会」（AISC）の管理・統合・社会復
帰特別委員会（SCSIR）に行動計画策定を指示。
7 日 ▼ PLA無資格兵除隊調整委員会，除

隊作業開始。
8 日 ▼主要 3党（UCPN-M，ネパールコン

グレス［NC］，ネパール共産党統一マルクス
レーニン主義派［CPN-UML］），高級レベル
政治メカニズム（HLPM）設置。
9 日 ▼憲法制定議会，マトリカ・ヤダヴ，

ジャガト・ヤダヴ両名の議員資格無効宣告。
10日 ▼国民戦線（RJP），連邦制反対スト。
18日 ▼インド陸軍参謀長，来訪（～21日）。
19日 ▼ SCSIR，軍統合の手続きを合意。
21日 ▼国連安保理，UNMINの駐在期間 4

カ月間の再延長決議。
24日 ▼ポウデルNC議員団長，NC総裁と

UCPN-M議長間の PLA統合兵員数の密約公表。
31日 ▼ HLPM，青年共産主義者連盟（YCL）
と青年の力（YF）のシンドゥリ郡下衝突事件
真相究明委員会を設置。
2 月 1 日 ▼ネパール共産党統一派（スベディ
派閥）と UCPN-M，統合決定。
4 日 ▼ UCPN-M，4月までの街頭行動を公表。
5 日 ▼憲法委員会，憲法の本草案作成開始。
7 日 ▼民放テレビ社主ジャミン・シャー殺

害事件発生。
8 日 ▼政府，PLAの無資格兵除隊作業完了。
9 日 ▼政府，ジャミン・シャー殺害事件究

明のため 5人の裁判官による調査委員会設置。
11日 ▼ガッチャダール副首相，期限内の憲
法制定と PLAの統合完了は可能と発言。
13日 ▼22与党，ネパール内閣支持を表明。

15日 ▼民主主義と平和の市民運動，憲法制
定議会と政党に憲法制定要求運動開始。
16日 ▼大統領，インド訪問（～19日）。17日
にシン・インド首相と会談。ネパール国境ま
での鉄路延長など 4事業の覚書調印。
19日 ▼カナル CPN-UML委員長，首相に

辞任要求。
22日 ▼平和復興相，PLA統合は「兵士一

人一武器」が原則と表明。
24日 ▼首相，教育相更迭，後任にスクラ・
タライ・マデシ民主党（TMDP）書記長を任命。
28日 ▼イエチュリ・インド共産党指導者，
来訪（～ 3月 2日）。
3 月 1 日 ▼ジャナカプール・メディア・ト
ディ・グループ社主シンハニア殺害事件発生。
4 日 ▼ランドグレン UNMIN代表，PLA

の情報を政府に提供すると表明。国防相は，
実情把握のため再検査が必要と主張。
5 日 ▼ネパールジャーナリスト連合会，治

安悪化の責任を取って首相退陣を要求。
7 日 ▼憲法制定議会議長，簡易憲法の制定

可能と発言。
9 日 ▼憲法制定議会，憲法委員会による草

案提出期限の30日間延期可決。
10日 ▼パスコ国連事務総長政治問題特別代

表，インド訪問を経て来訪（～12日）。

▼首相，アンサリ国務相の辞任承認。
14日 ▼政府と UNMIN，関係悪化。
20日 ▼コイララ NC総裁，死去（86歳）。
28日 ▼ポクレル情報・通信相，PLA統合

は「兵士一人一武器」が原則と表明。

▼ AISC，SCSIRに軍統合案策定を指示。
29日 ▼マデシ人権フォーラム（MJF），首相

退陣要求の首都デモ。
31日 ▼マッコーネル・イギリス首相特別代

表，来訪（～ 4月 2日）。

重要日誌 ネパール　2010年
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4 月 1 日 ▼大統領，王制復帰は時代錯誤，憲
法未制定でも大統領や軍の統治ないと発言。
2 日 ▼ UCPN-M，SCSIRで PLAの除隊条

件に 1人200万㍓の手当か土地の支給を要求。

▼ CPN-UML，現内閣に代わる国民合意政府
に議員70人が署名し，首相派と党内対立激化。
3 日 ▼ネパール共産党統一派（スベディ派

閥），UCPN-Mと正式統合。
9 日 ▼ピンド・デンマーク国際協力相，国

連人権高等弁務官事務所の 2カ年間駐在延長
を首相に促す。

▼カタワル元国軍参謀長，民主化運動で廃
止の国家体制は国民投票で決定すべきと発言。
11日 ▼政府，国内世論の批判高まり，機械
読取用旅券印刷機のインドへの発注を中止。
15日 ▼ CPN-UML，期限内の和平行程完了
と憲法制定は不可能と公式に表明。
16日 ▼ 6党（NC，CPN-UML，MJF，マデ
シ人権フォーラム民主［MJF-D］，TMDP，
友愛党［SP］），PLA統合兵員数を3000人とし，
30日以内の完了を決定。UCPN-Mは最低 1
万5000人の統合要求。
22日 ▼首相，憲法未制定の場合のポスト 5
月28日対応を法律家に相談。
23日 ▼内閣，憲法協議会で暫定憲法規定機
関の長を任命。
25日 ▼ UCPN-M，憲法協議会の決定無効提訴。
27日 ▼首相，ブータンのチィエンプで開催
の第16回南アジア地域協力連合（SAARC）に
出席（～30日）。29日にシン・インド首相と会談。
30日 ▼首相，国家安全保障会議を開催し

UCPN-Mの無期限ゼネストへの対応を協議。
5 月 1 日 ▼22与党， 4項目合意し，UCPN-M
にゼネスト中止を要請。
2 日 ▼ UCPN-M，無期限ゼネスト突入。
5 日 ▼政府，UNMINの駐在延長を要請。
7 日 ▼市民団体，平和集会で UCPN-Mに

ゼネスト中止を要求。UCPN-Mは市民生活へ
の影響を考慮しゼネスト延期（事実上の中止）。
13日 ▼国連安保理，UNMINの駐在期間 4

カ月間の再延長決議。
14日 ▼政府，憲法制定議会延長を協議する
9委員による高級レベル委員会を設置。
18日 ▼ポクレル情報・通信相，憲法制定議
会の期限は政治的妥協の産物で延長可能発言。
26日 ▼ダンカン・イギリス国際開発相，来

訪（～28日）。
27日 ▼市民団体，主要 3党に憲法制定議会
の延長要求。
28日 ▼憲法制定議会，憲法制定議会の存続
期間を 1年延長する暫定憲法改正案可決。

▼ネパール学生連合，憲法未制定に抗議し
憲法制定議会議員601人の人形燃やす。
29日 ▼ UCPN-M，人民連邦共和国憲法案公表。
6 月 2 日 ▼主要 3党，3項目の履行協議物別れ。
6 日 ▼憲法制定議会議長，憲法原案は 8割

完成，後は主要 3党の 3項目合意履行と訴え。
7 日 ▼政府，ネパールで最初の「土地利用

政策2010」策定。
11日 ▼首相，スード・インド大使と会談。
17日 ▼ポカレル CPN-UML書記長，ネパー
ル首相の辞職が近いと発言。
23日 ▼憲法制定議会議長，主要 3党の党首
会談で憲法制定作業の促進訴え。
24日 ▼18政党，主要 3党に 3項目履行の最
後通牒を発する。
27日 ▼バンダリ国防相，PLAの全兵員の
国軍統合は不可能と強調。
29日 ▼憲法制定議会の20少数政党，主要 3
党に政治抗争の打開を要求。
30日 ▼首相，夕方 6時のテレビ放送で辞任
表明し，暫定内閣に移行。
7 月 1 日 ▼ヤダヴ大統領，合意による首相選
出期限を 7月 7日にすると公表。
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6 日 ▼主要 3党，2011年 4月13日を憲法制
定の期限とすることで合意。
8 日 ▼ UCPN-M，憲法策定作業工程を作

成し，同党主導の挙国一致政権樹立方針決定。
10日 ▼ UCPN-M，「政治的膠着状態終結の

ための合意の基礎」と題する行動計画公表。
12日 ▼暫定内閣，2010/11年度暫定予算案
提出。
15日 ▼主要 3党，国家再建委員会（SRC）の

設置決定。25小政党は事前相談無いと非難。
16日 ▼国民民主党（RPP）， 2派に分裂。
18日 ▼憲法制定議会，憲法策定作業日程変
更のため暫定憲法改正。
20日 ▼憲法制定議会，首相選挙の立候補届
出開始。
21日 ▼憲法制定議会，第 1回首相選挙。
23日 ▼憲法制定議会，第 2回首相選挙。
26日 ▼カナル CPN-UML委員長，UML抜

きの連立政権なら，野党に回ると表明。
29日 ▼コイララ副首相兼外相，NC主導の

合意による政府を目指すべきと発言。

▼バッタライUCPN-M副議長，UNMIN代表と
会談し PLAをAISC下に置く用意があると発言。
30日 ▼ NC，小規模政党に首相選の支持要請。
8 月 2 日 ▼統一マデシ民主戦線（UDMF），首
相選を前に主要政党にマデシ統一州案を要請。

▼憲法制定議会，第 3回首相選挙。
4 日 ▼サラン・インド首相特使，来訪（～ 7日）。
5 日 ▼18政党，NCおよび UCPN-Mに首

相選挙立候補取り止めを呼びかけ。

▼ネパール共産党マルクスレーニン主義派
（CPN-ML）の 4議員，CPN-ML（社会主義者）
を立ち上げ第 4回首相選挙で UCPN-Mに投
票と発言。
6 日 ▼憲法制定議会，第 4回首相選挙。
9 日 ▼ UCPN-Mと NC，首相選挙立候補

をお互いに取り止めるよう要求。

16日 ▼最高裁判所，憲法協議会委員の任命
破棄。
22日 ▼ラワル内相，交通ゼネスト等の対策

に予算40億㍓の特別治安計画実施に言及。
23日 ▼憲法制定議会，第 5回首相選挙。
27日 ▼ヤダヴ大統領，主要 3党の首脳に首
相の早期選出を要請。
9 月 3 日 ▼政府，バグマティ川環境整備修復
のため行動計画開始。
4 日 ▼マハラ UCPN-M議員，中国筋に議

会工作資金提供を要求する録音テープ発覚。
5 日 ▼憲法制定議会，第6回首相選挙。
6 日 ▼ AISC，技術委員会の任期 4カ月延長。
7 日 ▼憲法制定議会，第 7回首相選挙。
8 日 ▼ UCPN-MとNC，CPN-UML暫定内閣

に道義上予算案提出権限無いと予算審議拒否。
13日 ▼政府，UNMIN駐在期間延長につい

て UCPN-Mとの間で 4項目合意。
14日 ▼ネパール暫定首相，カナル CPN-

UML委員長の首相候補推薦の 3条件提示。
15日 ▼国連安保理，UNMINの 4カ月間の
駐在延長決議。国連事務総長訪ネの意思表明。

▼ AISC，4カ月間で PLAの統合完了を合意。
17日 ▼ NC，第12回党大会開幕（～21日）。

▼ UCPN-Mと CPN-UML，首相選挙に関
する 3項目合意。
18日 ▼ CPN-UML，NCに首相選立候補見

送りを要請。
20日 ▼ダハール UCPN-M議長，次期総選

挙で 3分の 2以上の議席獲得の意思表明。
23日 ▼ CPN-UMLとUCPN-M，首相選挙で合意。
26日 ▼憲法制定議会，第 8回首相選挙。
30日 ▼憲法制定議会，第 9回首相選挙。

▼15人パネル， 7分野の憲法草案に関する
報告書を憲法制定議会議長に提出。

▼最高裁判所，大統領による国軍参謀長再
任行為違憲の訴えを破棄。
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10月 2 日 ▼ AISC，UNMINに対して PLAの
兵員数の資料提出を要求。
4 日 ▼グルン参謀長，イギリス訪問（～ 8日）。
6 日 ▼憲法制定議会，第10回首相選挙。

▼パスコ国連事務総長政治問題特別代表，
来訪（～ 8日）。和平行程の完遂を政党に要請。
7 日 ▼憲法制定議会，第11回首相選挙。
8 日 ▼ヤダヴMJF議長，UCPN-Mの武器

保持が和平行程の最大の障害と非難。
10日 ▼憲法制定議会，第12回首相選挙。

▼ UNMIN，PLA兵站基地の兵員数を政府
（平和・復興省）に通知。
11日 ▼憲法制定議会議長，政党に首相選挙
規定改正について合意形成を呼びかけ。
13日 ▼27党，憲法案の相違点解消のため高

級レベル・タスクフォースを設置し，調整役
にダハール UCPN-M議長を選任。翌14日の
初会合で憲法策定の促進を確認。
16日 ▼パスコ特別代表（ニューヨーク），国
連安保理は UNMIN駐在延長に消極的と表明。

▼憲法制定議会議長，首相選挙規定の改訂
の必要性を訴え。
19日 ▼高級レベル・タスクフォース（10月13

日設置），国家統治にかかる 9項目の争点解消。
26日 ▼憲法制定議会，第13回首相選挙。
29日 ▼憲法制定議会，第14回首相選挙。
11月 1 日 ▼憲法制定議会，第15回首相選挙。
4 日 ▼憲法制定議会，第16回首相選挙。
6 日 ▼主要 3党，政局打開のため 2日間の

非公開協議を開始するも，結論出ず。
10日 ▼最高裁判所，首相選出につき憲法制
定議会議長に適切な措置をとるよう指示。
14日 ▼ 7政党，首相選挙中止を協議。
16日 ▼ 8政党，新規定による首相選出要求。
19日 ▼憲法制定議会，首相選挙を12月 2日
に延期（以後，無期限延期状態が継続）。
20日 ▼ UCPN-M，パンデイ 財務相の

2010/11年度予算演説阻止。
23日 ▼ UCPN-Mのバッタライおよびバイ
ディア両副委員長，ダハール委員長の独断的
姿勢を批判。
25日 ▼ UCPN-M，全国指導者会議開催（～

27日）。
30日 ▼政府，2010/11年度予算政令公布。

▼内閣，SCSIR委員長にシャルマ元中将
を任命。他の委員は未定。

▼カタワル元国軍参謀長，象徴的国王が必
要と発言。

▼暫定首相，カンボジアおよび EU訪問
（～12月10日）。
12月 1 日 ▼シャルマ SCSIR委員長，12月末ま
でに PLAの管理移管を完了する計画案公表。
3 日 ▼パスコ国連事務総長政治問題特別代

表，来訪（～ 4日）。
4 日 ▼政党人16人，国際 NGOの助成でス

トックホルムへ憲法学習目的で 1週間渡航。
9 日 ▼政府，UNMINの備品引継ぎを要請。
13日 ▼パラス元皇太子，チトワンの観光施
設でコイララ副首相兼外相の娘婿に発砲。
16日 ▼27政党，高級レベル作業部会により

憲法草案の210項目中127項目の相違点解消。

▼ SCSIR，行動計画の策定を事務局に指示。
翌17日に事務局長の人選で紛糾。
17日 ▼最高裁判所，首相選挙の投票で憲法

制定議会議員の棄権禁止命令。
19日 ▼学生運動団体，ネパール燃料公社の
石油製品値上げ反対運動展開。全国に飛び火。

▼憲法制定議会，召集。20日に総会。
26日 ▼閣議，国防省と国軍の連絡のため委

員 3人の防衛運営委員会設置を了承。
30日 ▼27党，新憲法で一院制州議会の導入

を合意。国政レベルの議会制度は未定。
31日 ▼ UCPN-M，国連安保理に UNMIN
駐在延長を単独要請。
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　 1 　国家機構図（2010年12月末現在）

　 2 　政府要人名簿（職名，氏名，所属政党1））
憲法制定議会議長 Subash Chandra Nemwang
副議長 Purna Kumari Subedi3）

大統領 Ram Baran Yadav
副大統領 Paramananda Jha

　内閣2）

首相 Madhav Kumar Nepal（CPN-UML）
副首相兼公共事業・計画相
 Bijay Kumar Gachchhadar（MJF-D）
副首相兼外相 Sujata Koirala3）（NC）

大統領
副大統領

憲法制定議会

閣僚会議

首相
副首相

国家安全保障会議

内務省 財務省

外務省 国防省

公共事業・計画省

灌漑省 情報・通信省

農業・協同組合省 産業省

法務・司法省 商業・供給省

土地改革・管理省

青年・スポーツ省 教育省

総務省 観光・民間航空省

女性・子供・社会福祉省

保健・人口省 森林・土壌保全省

平和・復興省

地域開発省

連邦・憲法制定議会・国会・文化省

労働・運輸省

環境省

エネルギー省

科学・技術省

国
軍 武

装
警
察

警
察

首
相
・
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会
議
府

最
高
裁
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所

権
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用
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委
員
会

会
計
監
査
長
官

公
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委
員
会
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挙
管
理
委
員
会

国
家
人
権
委
員
会

法
務
総
裁

憲法協議会

司法協議会
国家計画委員会

控訴院

郡裁判所
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　閣僚会議大臣
国防相 Bidhya Devi Bhandari3）（CPN-UML）
観光・民間航空相
 Sharat Singh Bhandari（MJF-D）
内務相 Bhim Bahadur Rawal（CPN-UML）
教育相 Sarvendra Nath Shukla
商業・供給相 Rajendra Mahato（SP）
財務相 Surendra Pande（CPN-UML）
法務・司法相 Prem Bahadur Singh（SPJP）
エネルギー相 Prakash Sharan Mahat（NC）
灌漑相 Bal Krishna Khana（NC）
情報・通信相 Shankar Pokheral（CPN-UML）
連邦・憲法制定議会・国会・文化相
 Minendra Prasad Rijal（NC）
平和・復興相 Rakam Chemjong（CPN-UML）
地域開発相 Puran Kumar Serma Limbu（NC）
保健・人口相 Umakanta Chaudhary（NC）
労働・運輸相 Mohamad Aftab Aalam（NC）
総務相 Prabhakar Pradhananga（CPN-UML）
土地改革・管理相
 Dambar Shrestha（CPN-ML）
森林・土壌保全相 Deepak Bohara（RPP）
産業相 Mahendra Prasad Yadav（TMDP）
農業・協同組合相
 Mrigendra Kumar Singh Yadav（MJF-D）
青年・スポーツ相
 Ganesh Tiwari Nepali（TMDP）
環境相 Thakur Sharma（CPN-UML）
無任所相 Laxman Lal Karna（SP）
女性・子供・社会福祉相
 Sarbadev Prasad Ojha（MJF-D）
　国務大臣（閣僚会議外）
地域開発省 Ganesh Bahadur Khadka（NC）
平和・復興省
 Dilli Bahadur Mahat（CPN-UML）
総務省
 Jeet Bahadur Darjee Gautam（CPN-UML）

エネルギー省 Chandra Singh Bhattarai（NC）
総務省 Muhammad Rijwan（CPN-UML）
保健・人口省
 Khadka Bahadur Basyal Sarki（NC）
産業省 Dan Bahadur Kurmi Chaudhari（TMDP）
土地改革・管理省
 Man Bahadur Shahi（CPN-ML）
科学・技術省 Indra Prasad Dhungel（RJP）
公共事業・計画省
 Sanjaya Kumar Shah（MJF-D）
女性・子供・社会福祉省
 Ram Bachan Ahir Yadhav（MJF-D）
農業・協同組合省 Karima Begum3）（MJF-D）
観光・民間航空省
 Shatrughan Prasad Singh Koiri（MJF-D）
商業・供給省 Saroj Kumar Yadav（SP）
教育省 Govinda Chaudhari（TMDP）
　副大臣
公共事業・計画省
 Kalawati Devi Dusadh3）（MJF-D）
青年・スポーツ省
 Chanda Chaudhari3）（TMDP）

（注）
1）カッコ内の所属政党の正式名称は次のと
おりである。
CPN-UML：ネパール共産党統一マルクス・
レーニン主義派，MJF-D：マデシ人権フォー
ラム（民主），NC：ネパール・コングレス，
SP：友愛党，SPJP：社会主義民主国民党，
CPN-ML：ネパール共産党マルクス・レーニ
ン主義派，TMDP：タライ・マデシ民主党，
RPP：国民民主党，RJP：国民民主力党。
2）2010年 6月30日以降，新首相選出までの
暫定内閣。
3）女性。
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　 1　基礎統計
2005/06 2006/07 2007/08 2008/09 2009/101）

人 口（100万人） 25.90 26.40 27.00 27.60 28.30
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 8.0 6.4 7.7 13.2 10.7
為替レート（ 1ドル＝ルピー） 72.32 70.49 65.02 76.84 74.19
（注）　 1）暫定値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2009/2010, Macroeconomic Indicators.

　 2 　支出別国内総生産（名目価格） （単位：100万ルピー）
2005/06 2006/07 2007/081） 2008/091） 2009/102）

消 費 支 出 595,327 656,374 735,470 895,018 1,071,929
政 府 部 門 56,794 66,949 80,663 106,503 136,574
民 間 部 門 527,814 576,911 641,085 772,762 917,066
非 営 利 部 門 10,719 12,515 13,721 15,753 18,289
総 資 本 形 成 175,633 208,779 247,277 316,097 451,804
政 府 固 定 資 本 形 成 17,509 24,645 32,993 44,278 59,288
民 間 固 定 資 本 形 成 118,023 128,692 145,453 166,761 192,069
在 庫 変 動 40,100 55,442 68,831 105,058 200,447

財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 204,828 230,893 271,291 342,536 450,193
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 87,952 93,567 104,207 122,737 109,140
国 内 総 生 産（GDP） 654,084 727,827 815,663 991,316 1,182,680
（注）　 1）修正値。 2）暫定値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2009/2010, Statistical Table 1.7（B）.

　 3 　産業別国内総生産（2000/01年固定価格） （単位：100万ルピー）
2005/06 2006/07 2007/08 2008/091） 2009/102）

農 業 ・ 林 業 ・ 水 産 業 183,015 184,796 195,559 201,500 203,753
鉱 業 ・ 採 石 2,348 2,383 2,513 2,531 2,638
製 造 業 38,898 39,891 39,545 39,132 40,168
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 11,562 13,065 13,204 13,084 13,153
建 設 業 30,690 31,453 33,043 33,341 35,549
卸 小 売・ホテル・飲食業 76,100 72,570 75,813 80,018 84,786
運 輸 ・ 倉 庫 ・ 通 信 42,001 44,094 48,226 51,883 55,232
金 融 ・ 不 動 産 ・ 賃 貸 業 56,743 63,343 69,686 70,845 73,485
公 務 ・ 国 防 9,139 9,262 9,319 9,999 10,419
教 育 28,640 30,738 32,716 36,399 38,761
保 健 ・ 社 会 サ ー ビ ス 20,403 23,532 25,678 28,878 30,591
国 内 総 生 産（GDP） 480,435 493,651 522,260 542,903 562,044
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 3.73 2.75 5.80 3.95 3.53
（注）　 1）修正値。 2）暫定値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2009/2010, Statistical Tables 1.2（B）およ
び1.4.
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　 4 　対外貿易 （単位：100万ルピー）
区分3） 対インド 対インド以外 合　計

2007/08 輸出 38,555.7 20,710.8 59,266.5
輸入 142,376.5 79,561.2 221,937.7

2008/091） 輸出 41,005.9 26,691.6 67,697.5
輸入 162,437.6 122,032.0 284,469.6

2009/102） 輸出 25,964.4 14,442.4 40,406.8
輸入 137,407.9 116,331.2 253,739.1

（注）　 1）修正値。 2）2009年 7月16日から2010年 3月15日までの暫定値。
　　　 3）輸出は F.O.B，輸入は C.I.F.
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2009/2010, Statistical Table 6.9（B）.

　 5 　国際収支 （単位：100万ルピー）
2006/07 2007/08 2008/09 2009/101）

貿 易 収 支 -128,948.7 -155,991.7 -209,321.0 -206,074.8
輸 出（F.O.B.） 61,488.4 61,971.1 69,906.8 41,902.6
輸 入（C.I.F.） -190,437.1 -217,962.8 -279,227.8 -247,977.4
サ ー ビ ス 収 支（純） -8,377.3 -11,092.0 -10,478.0 -8,674.5
所 得 収 支 7,431.8 7,946.8 11,749.5 6,656.4
移 転 収 支 128,992.0 182,816.5 249,486.8 175,509.3
経 常 収 支（贈与除く） -19,120.4 2,686.4 14,641.1 -17,061.6
経 常 収 支（贈与含む） -902.2 23,679.6 41,437.3 -32,583.6
資 本 収 支 4,449.9 7,912.5 6,231.0 8,960.4
金 融 勘 定 -2,362.1 11,032.6 18,049.8 -8,209.3
そ の 他 資 本 ・ 誤 差 脱 漏 9,500.9 -6,690.3 -7,198.3 4,319.2
総 合 収 支 10,686.5 35,934.4 58,519.8 -27,513.3
（注）　 1）2009年 7月16日から2010年 3月15日までの暫定値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2009/2010, Statistical Table 6.9（B）.

　 6 　国家財政 （単位：100万ルピー）
2008/09 2009/101） 2010/112）

総 歳 入 143,474.5 179,940.3 216,644.4
税 収 117,051.9 156,290.6 188,730.9
非 税 収 22,892.2 21,695.9 25,628.5
元 本 償 還 3,530.4 1,953.8 2,284.9
総 歳 出 219,661.9 259,146.1 337,900.0
経 常 支 出 127,738.9 151,244.7 190,319.5
資 本 支 出 73,088.9 89,469.0 129,538.2
元 本 返 済 18,834.1 18,432.3 18,042.3
財 政 収 支（贈与除く） -76,187.4 -79,205.8 -121,255.6
財 政 収 支（贈与含む） -49,804.5 -42,088.3 -55,911.4
財 政 赤 字 補 塡
外 国 借 款 9,968.9 11,492.7 22,231.4
国 内 借 入 18,417.1 29,914.0 33,680.0

現 金 残 高 -21,418.6 -681.6
（注）　 1）暫定値。 2）推定値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Budget Speech of Fiscal Year 2010/11, Summary of Income 

and Expenditure, Annex-1.
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